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12 月 2 日、マレーシア中央銀行バンク・ネガラ(BNM) のホールセール金融市場の戦略策定や見直しを担う

金融市場委員会(Financial Markets Committee)は、11 月 8 日の米大統領選でドナルド・トランプ候補が当選し

て以降、対米ドルでの通貨リンギが 1998 年のアジア通貨危機以来の安値に向けて急落したことに対応し、企業

が輸出取引で稼得した外貨の 75%以上をリンギに両替することを義務付けた。また、国内信用供与を得ている

居住者企業によるマレーシア国内外の外貨建て資産購入上限を5,000万リンギ（約13億万円）に設定する等の

規制導入を発表した。一方、オフショア為替市場におけるマレーシアリンギの投機売買への対応策の一環とし

て、米ドルおよび人民元の為替リスクヘッジ取引に対する規制を緩和した。具体的には、主な規制・緩和は下記

の通り。2016 年 12 月 5 日より適用される。 

 

◇ 回収した輸出代金の 25%まで外貨建てで保持できる 

マレーシア国内企業は、物品の輸出取引で稼得した外貨の 75%以上をリンギに両替することを義務付ける。

25%以上の外貨保持にはバンク・ネガラの事前許可を要する。企業が外貨の両替で得たリンギは、銀行口座に

預け入れ、インセンティブとして年率 3.25%の特別金利を適用する。金利の実施期間は 2017 年 12 月 31 日まで

の予定。従来、輸出代金は国内の認可銀行の輸出外貨口座に外貨のままで全額が保持できた。 

また、現行の外貨口座 I(FCA I: Foreign Currency Account I)および外貨口座 II(FCA II)は、輸出外貨口座

(Trade FCA)と投資外貨口座(Investment FCA)に置き換える。 

両替をするタイミングについては、被仕向送金受け取り時に取引銀行が送金額の 25%を外貨口座へ預け入

れ、残り 75%の両替を行い、リンギ口座へ入金する。 

 

◇ 国内取引における通貨リンギの使用 

居住者（個人、企業を含む）に対する物品とサービスの支払いは、リンギ建てにすることを義務付ける。ただし、

新規制導入前に外貨建ての売買契約を交わしている場合は、2017 年 3 月 31 まで継続して外貨建てでの支払

いが可能となるが、バンク・ネガラの許可を取得する必要がある。従来は、輸出収益のある居住者は、マレーシ

ア国内の他の居住者に対する物品とサービスの決済を、輸出で稼得した外貨で行うことが可能だった。 

 

◇ 米ドルおよび人民元の為替リスクヘッジ取引 

貿易取引の先物外国為替予約と別枠で、オンショア為替市場におけるリンギの投機売買への対応策の一環

として、居住者は米ドルおよび人民元両通貨の為替リスクヘッジ取引を認める。ヘッジ取引における保有する外

為の純持高(NOP: Net Open Position)を 600 万リンギ（約 1 億 5,600 万円）に設定する。ポジション上限の範囲

内で煩雑な書類手続きを省き、初回取引開始前に取引銀行に申告を行うだけでヘッジ設定を可能にする。ま

た、確実な原取引契約に裏付けられた取引であることを条件に、限度額 600 万リンギ超の先物予約もできる。 

NOP 上限額は、取引銀行 1 行当たりでのネットポジションとなる。 

 

◇ 先物外国為替予約契約 

先物外国為替予約契約の満期日は、契約日から最長で 6 ヵ月とする。従来は、居住者は貿易取引について、

国内の取引銀行と自由に先物予約ができた。 

 

◇ 居住者企業によるマレーシア国内外の外貨建て資産購入・投資上限を設定 

リンギ建て国内信用供与を得ている居住者企業は、同一企業グループ内で暦年（1-12 月）で 5,000 万リンギ

を上限して、リンギを外国通貨に転換し、国内外の外貨建て資産購入・投資を行うことができる。従来は、国内
でのリンギット建て信用供与に関係なく、居住者会社は自由に国内にある外貨建て資産を購入・投資することが

できた。国内信用供与を得ている場合では、今まで通り国外の外貨建て資産購入・投資上限を維持する。 
 

以上 


